
市 市

１　組織運営体制
センターの３職種（準ずる者含む）一人当たり高齢者数（圏域内の
高齢者数／センター人員）の状況が1,500人以下であるか。

×

介護保険法では３職種一人当たりの高齢者数は1,000人～2,000人となっており、すべてのセン
ターは国の基準を満たしています。
なおそれぞれ0.5人ずつ増員し、令和6年度4月からは瀬戸の里地域包括支援センターとゆうらく
苑地域包括支援センターが2人体制に、9月からはシクラメン地域包括支援センターが1.5人体制
になっています。
職員数は増えていますが、身寄りのない高齢者や複合的な課題を持つ家庭が増加していること
から、業務量は増大しているため、引き続き人材確保が課題となると考えられます。
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１-(1)　組織運営体制
３職種（それぞれの職種の準ずる者は含まない）を配置している
か。

○ ○ ○ ○ ○ ×
北部地域包括支援センターは保健師に準ずる者として看護師が配置されています。
各センターとも介護保険法に定める基準は満たしています。

２-(1)　総合相談支援
地域における関係機関・関係者のネットワークについて、構成員・
連絡先・特性等に関する情報をマップまたはリストで管理している
か。

○ ○ ○ ○ ○ 〇

各センターで地域関係機関や介護保険等事業者、医療機関などネットワークの把握に努めてい
ます。
なお、ひだまり苑地域包括支援センターは令和5年度はネットワーク事務局会議を開催しネット
ワークの充実を図りました。

２-(5)　介護予防ケアマ
ネジメント・指定介護予
防支援

自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市町
村から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居宅介
護支援事業所に周知しているか。

○ ○ ○ ○ ○ ○
中津川市では、自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントの内容について検討を行い、
委託先の居宅介護支援事業所に周知を行っています。
各包括支援センターとも共有し、自立支援・重度化防止に努めています。

２-(5)　介護予防ケアマ
ネジメント・指定介護予
防支援

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケアプランにおいて、
保険給付や介護予防・生活支援サービス事業以外の多様な地域
の社会資源を位置づけたことがあるか。

○ ○ ○ ○ ○ ○
各地域包括支援センターで介護予防ケアマネジメントに取り組むようになり、令和5年度は家族、
友人、民生委員、有償ボランティアなどインフォーマルな支援もプランに盛り込んでいます。

２-(5)　介護予防ケアマ
ネジメント・指定介護予
防支援

利用者のセルフマネジメントを推進するため、市町村から示され
た支援の手法を活用しているか。

○ × ○ ○ ○ ○

瀬戸の里地域包括支援センターでは市から提示された介護予防手帳を利用しなかったため未
達成としましたが、利用者に対してセルフケアマネジメントの必要性を説明し、ケアプランを作成
しています。
又、包括連絡会の中でも介護予防ケアマネジメントについて学習を行いながらプラン作成を行っ
ています。

３　事業間連携（社会保
障充実分事業）

医療関係者と合同の事例検討会に参加しているか。 ○ 〇 〇 ○ ○ ○ 令和5年度は地域ケア会議等に医療関係者に参加いただきました。

３　事業間連携（社会保
障充実分事業）

在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口に対し、相談を
行っているか。

○ 〇 ○ × 〇 ×

中津川市在宅医療・介護連携センターでは、市外から転入の場合などの医療機関の紹介等を
行っていますが、相談を必要とするケースがなかったセンターは未達成となっています。
地域包括支援センターは日頃より直接医療機関や介護事業所と連携をしているため、在宅医
療・介護連携支援センターへの相談が少ない現状がありますが、病気の方への関わり方や指導
方法などの助言いただくなど、医療と介護でより連携ができるように検討を行っていきます。

３　事業間連携（社会保
障充実分事業）

認知症初期集中支援チームと訪問支援対象者に関する情報共
有を図っているか。

○ ○ ○ 〇 ○ ○ 早期受診につながるように、初期集中チームへ意識的に相談するようにしています。

は未達成の項目
は改善した項目

地域包括支援センター事業評価項目について
改善した項目と課題が残った項目
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